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用語解説 
 

あ行 

 

あいサポート運動 

様々な障がいの特性を理解し、障がいのある方に温かく接するとともに、ちょっとした手助け

を行うことにより、誰もが暮らしやすい地域社会をつくっていこうとする運動のこと。平成２１年

に鳥取県で始まった運動で、研修を開催し、運動を実践する「あいサポーター」の増加をめざす。 

 

アウトリーチ事業 

直訳は「手を伸ばす」こと。福祉分野などで、支援が必要にも関わらず届いていない人に対し

て、積極的に対象者の居る場所に出向いて働きかけること。 

 

あおぞら相談員 

各小学校に配置している、子どもの学校生活や家庭生活における相談員のこと。週２日配置され、

児童の身近な相談相手として、教職員とは違った立場から、話を聴き、不安の解消に努めている。 

 

ウェブアクセシビリティ 

高齢者や障がい者を含め、誰もがホームページ等で提供される情報や機能を支障なく利用で

きること。 

 

ウォーキングリーダー 

率先してウォーキングに取り組み、ウォーキングを通じて地域の健康づくりを広める方のこと。

ウォーキングに関する基礎知識の習得や指導方法の講習を受け、市が認定している。 

 

雨水流出抑制施設 

雨水を一時的に貯めたり、地下に浸透させたりして、下水道や河川への雨水流出量を抑制す

るもの。一時的に雨水を貯留する調整池や、住宅地などに降った雨水を地面に浸透させる浸透

ますなどがある。 

 

 

か行 

 

街区公園 

街区内に居住する方が容易に利用することができるように配置し、面積0.25ヘクタールを標準と

して定める公園のこと。吉川市においては、なまずの里公園やほのぼの公園などが挙げられる。 
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河川防災ステーション 

国が設置する水防資機材の備蓄場所で、江戸川等の水害時の水防活動や災害時の復旧活

動の拠点として活用する施設のこと。 

 

学校運営協議会制度（コミュニティ・スクール） 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づく制度で、学校と地域住民等が力を合わせて

学校の運営に取り組むことが可能となる「地域とともにある学校」づくりのための仕組みのこと。 

 

合併処理浄化槽 

し尿だけでなく、台所や風呂場等からの生活雑排水を含め、すべての生活排水を処理する浄

化槽のこと。 

 

簡易除却 

違反広告物がはり紙、はり札、立看板などの簡易な広告物の場合、一定の要件を満たせば、

取り除くことができる制度のこと。 

 

管渠（かんきょ） 

一般的に給排水施設などの水路の総称のこと。この節では、下水を収集し、排除するための施

設のことを指す。 

 

環境浄化活動 

青少年を有害な情報や環境から守るための、有害図書の取り締まりや違反屋外広告物の撤

去、美化活動などの取組のこと。 

 

木売落し 

旭地区を中心とする農業用排水と吉川駅北口周辺地区などの雨水が流れ込む排水路のこと。排

水ポンプ場を介して中川に排水される。この節では、主に吉川地区内の雨水排水路部分を指す。 

 

キャラバン・メイト 

ボランティアの立場で認知症サポーター養成講座を企画・開催するとともに講師役を務める方

のこと。全国キャラバン・メイト連絡協議会が地方自治体等と共催で開催する講座を受講した方

をキャラバン・メイトと称する。 

 

救急告示病院 

事故その他の理由による傷病者のうち、救急隊が緊急に搬送する必要があるものについて、

収容と治療を行う医療機関のこと。 

 

教育相談員 

少年センターで不登校などの子どもの教育に関する相談を受ける相談員のこと。 
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行政評価制度 

行政活動について、成果指標などを用いて有効性、効率性、必要性を評価する制度のこと。行

政自らが住民の視点に立って点検・評価し、その結果を次の企画立案に生かす PDCA サイクル

によって、継続的に政策の質的向上を図る。吉川市においては、施策評価、事務事業評価により

評価を行っている。 

 

緊急サポート事業 

市で委託する緊急サポートセンターにより、ファミリー・サポート・センターでは対応できない時

間や急な発熱時等の子どもの預かりを希望する利用会員と子どもの預かりを行うサポート会員

との間で行う相互援助活動のコーディネートを行う事業のこと。 

 

区域区分 

都市計画法に基づき、良好な都市環境を作るという観点から、市街化区域と市街化調整区域

に分けること。市街化区域とは、すでに市街地を形成しているところと概ね１０年以内に優先的に

市街化を進めるべきところで、市街化調整区域は、市街化を抑制すべきところを指す。 

 

汲み取り便槽 

便器下に設置された便槽にし尿を溜め、定期的に汲み取る形式の便所のこと。 

 

くらしの会 

消費生活の向上のため、市内で活動する消費者団体のこと。消費生活に関わる学習会や啓

発などを行う。 

 

グループホーム 

障がいのある方が相談や日常生活上の支援を受けながら、共同生活を送ることができる住居

のこと。 

 

ゲートキーパー 

自殺の危険を示すサインに気づき、適切な対応（声をかけ、話を聴いて、必要な支援につなげ、

見守る）を図ることができる方のこと。 

 

健康・体力づくりポイント制度 

市民が楽しみながら主体的・積極的に健康・体力づくりに取り組める制度のこと。対象となる

健康・体力づくり事業に参加して、スタンプを獲得し、景品と交換できる。 

 

健康づくり・介護予防リーダー 

各地域で介護予防事業を行う際にリーダーとなる方のこと。市が開催する講習会を受講した

方を健康づくり・介護予防リーダーと称する。 
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減災プロジェクト 

災害時における被害を最小限にとどめるため、「自助・共助・公助」をテーマとして、災害時にお

ける避難行動の理解促進や減災意識と地域コミュニティによる減災力の向上などを図ることを

目的に実施する総合的かつ実践的な訓練のこと。 

 

減災マップ 

大きな地震や大雨時による河川のはん濫など、地域の災害の危険性を示したハザードマップ

と防災・減災に関わる情報をまとめた小冊子のこと。 

 

減災リーダー 

市が主催した減災リーダー認定講習会を修了した方で、減災に関する自主的な行動力を高め

るための知識や技術を普及できる指導者として市が認定した方のこと。 

 

高速鉄道東京８号線 

東京地下鉄有楽町線として、和光市駅（埼玉県）から新木場駅（東京都）までを結ぶ鉄道路線のこ

と。路線内の豊洲駅（東京都）から埼玉県内を通過し、千葉県野田市に至るルートでの路線の延伸

について、東京８号線沿線市町とともに早期事業化に向けて、要望活動等を実施している。 

 

国土強靭化 

大規模な自然災害などに備えるため、事前防災や減災、迅速な復旧・復興につながる施策を

計画的に実施して、強くてしなやかな国づくり、地域づくりを進める取り組みのこと。 

 

子ども１１０番の家 

子どもの身を守るために、危険に遭遇したときの避難場所として協力いただいている地域の

一般事業所や家庭。 

 

 

さ行 

 

再生可能エネルギー 

非化石エネルギー源のうち、永続的に利用できるエネルギーの総称のこと。具体的には太陽

光、風力、水力、地熱、バイオマス、波力、温度差などを指す。 

 

埼玉型ほ場整備事業 

県営事業として、水路や道路などを低コストで整備し、換地を実施しない農地の集積や区画拡

大を行う簡易的なほ場整備のこと。 
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さわやか相談員 

各中学校に配置している、子どもの学校生活や家庭生活における相談員のこと。生徒や保護

者が安心して気軽に相談できる体制として、月曜日から金曜日の週５日配置されており、悩みに

対して一緒に考え、問題の解消の手助けとなるよう取り組んでいる。 

 

ジェンダー 

生まれついての生物学的性別（sex）に対し、社会的・文化的に形成された性別のこと。社会通

念や慣習の中には、社会によって作り上げられた「男性像」「女性像」があり、このような男性、女

性の別を「社会的・文化的に形成された性別」という。 

 

市債残高 

公共施設や道路の整備などのために借り入れた地方債の残高のこと。 

 

自治連合会 

自治会等の独自性を尊重しつつ相互の融和を図り、市と自治会等の協働によるまちづくりを

推進することで、市民の福祉増進に寄与することを目的として、自治会、町会及び町内会をもっ

て構成された組織のこと。 

 

自治体業務の標準化 

地方公共団体の業務プロセスや情報システムの統一をめざすこと。地方公共団体が基本的な

事務を処理するためのシステムは事務処理の大半が法令で定められているが、地方公共団体

の利便性等から個別にカスタマイズを行っていることから、システムの共同利用、手続きの簡素

化、迅速化、効率化等を推進するため、業務プロセス、情報システムの標準化に取り組むことと

している。 

 

実質公債費比率 

地方自治体の実質的な借金の返済額が標準的な財政規模に占める割合を示すもの。 

 

市民活動サポートセンター 

市民交流センターおあしす内に設置された市民活動に関する情報収集や発信を行う支援窓

口のこと。サークル活動・NPO・ボランティア活動など、公益的な市民活動を行っている団体をは

じめ、これから市民活動を始めたい方や市民活動に興味のある方を応援していくための場所。 

 

市民シンクタンク事業 

市民が市民シンクタンク研究員として登録し、地域課題を提起し、調査研究を行い、解決を図

るための政策を市に提言する制度のこと。 

 

社会教育関係団体 

文化芸術、生涯学習などの社会教育に関する活動をする団体のこと。 
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受益者負担 

特定の者が公共サービスを利用して利益を受ける場合に、その受益の限度において費用負

担を求めること。 

 

生涯学習人材バンク 

生涯学習に関する豊富な経験や資格をお持ちの個人の方または団体の人材情報を登録し、

情報提供することで、市民の方が生涯学習を始める支援をする制度のこと。 

 

浄化槽法第１１条検査受検率 

浄化槽管理者に年１回受検が義務づけられている定期検査の受検率のこと。保守点検など維

持管理が適正に行われ、浄化槽の正常な機能が発揮されているかを確認する。 

 

償還計画 

地方債などの借入金の返済計画のこと。 

 

商業団体 

小規模事業者等が集団形態をとり、共同事業等の事業活動を行う団体のこと。 

 

使用収益開始 

土地区画整理事業において、宅地などが完成し使用できるようになること。 

 

小中一貫教育 

小中学校９年間を通じた教育課程を編成し、系統的な教育をめざす教育のこと。いわゆる「中

１ギャップ」だけではなく、「小中ギャップ」として捉え、スムーズな小中学校の接続をはじめ、義務

教育９年間全体での取組の充実を図ることなどを目的としている。 

 

消費者安全確保地域協議会（吉川市要援護者見守りネットワーク） 

消費者の安全を確保するため、消費者被害の早期発見・早期解決、その後の見守り体制の強

化を図ることを目的として設置された協議会のこと。 

 

消費者団体 

吉川市においては、消費者の安全と持続可能な社会の形成に貢献できる消費行動につなが

るための活動に努める団体のこと。 

 

消防水利 

消火活動に使用する消火栓や防火水槽、プール、河川、池等で消防法の基準を満たした水の

供給施設のこと。 
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消防団機械器具置場 

消防団の活動拠点として、消防ポンプ自動車や消火活動に必要な資機材などが保管されてい

る施設のこと。 

 

水道フェスティバル 

吉川市水道事業のことや災害時の備え等について学べる体験型のイベントのこと。 

 

税外債権 

市が徴収する介護保険料や後期高齢者医療保険料、保育料、学校給食費などの市税以外の

債権のこと。 

 

生活支援コーディネーター 

高齢者の生活支援・介護予防サービスの体制整備を推進していくことを目的に、地域におい

て、生活支援・介護予防サービスの提供体制の構築に向けた調整等の役割を果たす方のこと。 

 

性自認や性的指向 

性自認（Gender Identity）は、自らの性をどのように認識するかを示し、性的指向

（Sexual Orientation)はどのような性に恋愛感情などの関心が向くかを示すこと。この２つの

言葉の頭文字をつなげた「SOGI」という表現があり、「LGBTQ」などの性的少数者などの特定

の性自認や性的指向の方を対象とする表現ではない。 

 

制度融資 

自治体・金融機関・信用保証協会が連携する融資制度のこと。自治体が民間金融機関に資金

を預託し、金融機関は、さらに資金を加え、信用保証協会の保証を付保したうえで企業に対し運

転資金や設備資金について貸し出しを行う制度。相対的に金利が低く、原則として連帯保証人

が不要となる。 

 

成年後見制度 

認知症、知的障がい、精神障がいなどによって判断能力が十分ではない方の財産の管理や生

活に関する事務について保護や支援を行うための制度のこと。 

 

セーフティネット住宅 

低額所得者、被災者、高齢者、障がい者、子育て世帯等の住宅確保要配慮者の入居を拒まな

い住宅として県等に登録された民間賃貸住宅のこと。 
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「ゼロカーボンシティ」共同宣言 

「２０５０年に温室効果ガスの排出量または二酸化炭素を実質ゼロにすることを目指す旨を公

表した自治体」をゼロカーボンシティとしている。２０２１年４月２６日に埼玉県東南部地域５市１町

（草加市、越谷市、八潮市、三郷市、吉川市、松伏町）の首長により、圏域内の住民や事業者等と

協働し、将来にわたり持続可能な脱炭素社会の構築に向けて、「２０５０年に二酸化炭素排出実

質ゼロを目指すこと」を共同で宣言した。 

 

総合型地域スポーツクラブ 

地域の人々が自主的・主体的に運営し、幅広い世代の人々が各自の興味関心・競技レベルに

合わせて、様々なスポーツに触れる機会を提供するスポーツクラブのこと。 

 

 

た行 

 

第一次救急医療 

入院を必要としない軽症の救急患者に対応する救急医療体制のこと。 

 

第二次救急医療 

入院や手術を必要とする重症の救急患者に対応する救急医療体制のこと。 

 

ダブルケア 

１人の人や１つの世帯が介護と育児を同時に行うなど、複数のケアを同時期に担う状況に直面

すること。 

 

「多様な働き方実践企業」認定制度 

仕事と家庭の両立を支援するため、テレワークや短時間勤務など、多様な働き方を実践し、働

き続けられる職場づくりをしている企業等を埼玉県が認定する制度のこと。 

 

単独処理浄化槽 

し尿のみを処理する浄化槽のこと。単独処理浄化槽を使用している方は、すべての生活排水

を処理する合併処理浄化槽の設置に努めることとされている。 

 

地域共生社会 

制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様

な主体が 「我が事」として参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えて「丸ごと」つながること

で、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会のこと。 
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地域サロン事業 

人との会話や外出する機会の少ない高齢者、障がいのある方、子育て中の方などが、ボラン

ティアで参加する地域住民と一緒に活動内容を話し合い、交流する場のこと。地域を拠点に、市

民が主体となって企画、運営される。 

 

地域寺子屋事業 

夏休みなどの長期休暇や土日祝日の子どもたちの遊びや勉強の場として地域の自治会館や

集会所を開放し、地域の方たちが中心となって見守りを行う事業のこと。安全で安心な子どもの

居場所をつくるとともに、地域の活性化を図り、絆を深めることを目的としている。 

 

地域包括ケアシステム 

高齢者が住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けることができるよう、医療・介護・予防・住

まい・生活支援が一体的に提供される体制のこと。 

 

地域若者サポートステーション 

働くことに悩みを抱えている若者に対し、相談、コミュニケーション訓練、企業への就労体験な

ど、就労に向けた支援を行う機関のこと。１５歳から４９歳までを対象に、厚生労働省が全国の若

者支援の実績やノウハウがあるＮＰＯ、株式会社などへの委託により実施しており、全ての都道

府県に設置している。 

 

地区計画 

良好な市街地環境を形成・保全することを目的とした、都市計画法に基づくまちづくりの手法

の１つ。住民の生活に身近な地区を単位として、道路、公園等の公共施設の配置や建築物に関

する制限などについて、地区の特性に応じて定めることができる。 

 

地産地消 

地域で生産された農林水産物を、その生産された地域内において消費する取組のこと。 

 

デジタルデバイド 

インターネットやパソコン等の情報通信技術を利用できる方と利用できない方との間に生じる

格差のこと。 

 

同和教育 

日本社会の歴史的発展の過程で形作られた身分階層構造に基づく差別である部落差別を解

消するための教育のこと。 

 

同和問題（部落差別） 

日本社会の歴史的発展の過程で形づくられた身分階層構造に基づく差別により、日本国民の

一部の人々が長い間、経済的、社会的、文化的に低位の状態を強いられ、日常生活の上で様々

な差別を受けるなどの日本固有の重大な人権問題のこと。 
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特殊災害 

核（Nuclear）、生物（Biological）、化学（Chemical）、放射性物質（Radiological）、爆発物

（Explosive）など、通常とは異なる有毒な特殊物質によって発生した事故やテロなどの災害のこと。 

 

特殊詐欺 

犯人が電話やハガキ（封書）等で親族や公共機関の職員等を名乗って被害者を信じ込ませ、

現金やキャッシュカードをだまし取ったり、「医療費や税金などの還付金が受け取れる」などと

言って銀行のＡＴＭを操作させ、犯人の口座に送金させたりする犯罪のこと。（現金等を脅し取る

恐喝や隙を見てキャッシュカード等をすり替えて盗み取る詐欺盗（窃盗）を含む。）。 

 

特定健診 

４０歳から７４歳までの方を対象に、医療保険者が糖尿病等の生活習慣病に関する健康診査

を行うこと。 

 

都市計画マスタープラン 

市の基本構想や県の方針に則し、都市の将来像とその実現方策を総合的・体系的に示す都

市づくりに関する基本的な計画のこと。令和４年からの概ね２０年間を計画期間としている。 

 

土地改良区 

地域内の農業用の用排水路の維持や管理などの土地改良事業とこれに附帯する事業を行う

ことを目的とした法人のこと。事業施行地域内の組合員によって組織されている。 

 

土地区画整理事業 

家屋が密集した市街地や無秩序に市街化しつつある地域、または新たに市街化しようとする

地域について、一体的に道路や公園、下水道などの公共施設の整備改善を行うと同時に土地の

区画形質を整え、利用増進を図る事業のこと。吉川市では、現在、吉川美南駅東口周辺地区に

おいて、土地区画整理事業を行っている。 

 

 

な行 

 

なまらん体操 

吉川市民（子どもから高齢者まで）の健康づくりのために、埼玉県立大学と連携し、独自に開

発された体操のこと。吉川市のイメージキャラクター「なまりん」と"なまらない"という思いをかけ

て「なまらん体操」と名付けられている。 
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認知症サポーター 

認知症を正しく理解し、認知症の方やその家族を自分のできる範囲で暖かく見守り支えてい

くボランティアのこと。キャラバン・メイトと市が協働して開催する認知症サポーター養成講座を受

講した方を認知症サポーターと称する。 

 

（認知症）キッズサポーター 

小学生を対象とした認知症サポーター養成講座を受講した児童のこと。 

 

農業集落排水施設 

農村地域の環境向上、河川・農業用水の水質保全などを目的として、各家庭から出た汚水を

処理場に集めて、浄化し河川や農業用水等に戻す施設のこと。 

 

農地の多面的機能 

農業生産活動が行われることにより生ずる、食料その他の農産物の供給の機能以外の多面に

渡る機能のこと。例えば、洪水や土壌侵食防止、自然環境保全、良好な景観の形成、伝統文化の

保存などがある。 

 

農用地利用権設定 

農業経営基盤強化促進法に基づく利用権設定等促進事業（農用地利用集積計画）を利用し

た農地の貸し借りの制度のこと。農用地利用集積計画は、農地の貸し手と借り手の貸借等を集

団的に行うため、個々の権利移動を１つの計画にまとめた市の計画で、この制度により設定され

た賃借権は、農地法の法定更新の規定を適用しないため、期間満了により貸していた農地は自

動的に貸し手に返還される。 

 

農福連携 

障がい者等が農業分野で活躍することを通じ、自信や生きがいを持って社会参画を実現して

いく取組のこと。障がい者等の就労や生きがいづくりの場を生み出すだけでなく、担い手不足や

高齢化が進む農業分野において、新たな働き手の確保につながる可能性もある。 

 

 

は行 

 

パリ協定 

２０１５年１１月末から１２月にかけてパリにて行われたCOP21（国連気候変動枠組条約第２１回

締約国会議）において合意された２０２０年以降の温室効果ガス排出削減等のための新たな国

際的枠組み。 
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人・農地プラン 

農業者が話合いに基づき、地域農業における中心経営体や地域における農業の将来の在り

方などを明確化し、市町村により公表するもの。 

 

非認知能力 

自制心、やりぬく力、協調性など、数値化できない、生きる土台となる力のこと。 

 

病児・病後児保育事業 

子どもが病中または病気の回復期にあり、医療機関による入院加療の必要はないが、安静を

要するため、普段通っている保育施設等に通所できないときに、市が委託する施設で子どもを

一時的に預かること。 

 

ファミリー・サポート・センター事業 

育児の援助を受けたい方（利用会員）と育児の援助を行う方（協力会員）がファミリー・サポー

ト・センターを橋渡しに会員登録し、協力会員が利用会員に対して様々な子育ての手助けを有償

で行う地域の助け合い制度のこと。 

 

フィルタリングサービス 

インターネット利用者を違法・有害情報との接触から守り、安心して安全に利用するため、通

信事業者や携帯電話事業者等が提供しているサービスのこと。 

 

フードパントリー 

一般的にひとり親や生活困窮者などの食の支援を必要とする方が、無料で食品を受け取るこ

とができる場所や、その支援活動のこと。 

 

深井戸 

吉川市所有の自己水源である井戸のこと。４本の深井戸（うち１本は予備水源）で地下水を取

水し、浄水処理した後、県水と混合している。 

 

ふるさと納税制度 

故郷や応援したい自治体などに行う寄附のこと。寄附を受けた多くの自治体では、寄附のお

礼の品として、寄附者に対し寄附金額の３割以下の名産品などを届けることで、地域産業を全国

に知ってもらう機会として活用している。また、寄附者は、寄附額のうち２,０００円を超える部分に

ついて、所得税と住民税から原則として全額が控除される。 

 

フレイル 

加齢に伴い心身の活力（運動機能や認知機能等）が低下し、健康障がいなどを招くおそれの

高い状態、心身の脆弱性が出現した状態のこと。 
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ヘイトスピーチ 

特定の国の出身者であることまたはその子孫であることのみを理由に、日本社会から追い出

そうとしたり危害を加えようとしたりするなどの一方的な内容の言動のこと。 

 

放課後子ども教室 

放課後等に子どもたちの安全・安心な居場所となる活動拠点を設け、地域の方々の参画を得

て、学習活動やスポーツ・文化芸術活動、地域住民との交流活動等の取組を実施すること。地域

や学校が連携し、次世代を担う子どもたちの社会性、自立性、創造性等の豊かな人間性を養い、

健全育成を支援することを目的としている。 

 

ほ場 

農作物を栽培するための農地のこと。例えば水田や畑、樹園地などを指す。 

 

 

ま行 

 

まちづくり出前講座 

市民講師、市民団体、公共機関や行政職員等が、利用希望者と日程や場所を調整し、開催す

る講座のこと。講師料は無料で、市教育委員会生涯学習課に申し込む。 

 

みらいステップアップ事業 

不特定多数の者の利益、その他公共の利益のための活動をしている市民活動団体に対し、活

動資金を助成する制度のこと。 

 

未来を生きる力 

礼儀正しさや約束・決まり事を守るなど、規律ある生活習慣を身に付け、目的・目標に向かっ

て、あきらめず継続的に努力できること。吉川市市民意識調査において定義している。 

 

民生委員・児童委員 

それぞれの地域において、住民の立場に立って相談に応じるとともに、必要な援助を行い、社

会福祉の増進に努める方のこと。また、地域の子どもたちが元気に安心して暮らせるように、子ど

もたちを見守り、子育ての不安や妊娠中の心配ごとなどの相談・支援等を行う児童委員も兼ねる。

県知事により推薦され、非常勤特別職の公務員として厚生労働大臣から委嘱される。 

 

モビリティサービス 

乗り物での移動や運搬を行う際のサービスのこと。近年ではカーシェアやシェアサイクルのほ

か、ＩＣＴの活用や自動運転などの導入も注目されている。 
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や行 

 

ヤングケアラー 

一般的に本来大人が担うと想定される家事や家族の世話等を日常的に行っている子どものこ

と。障がいまたは疾病等により援助を必要とする親族、その他の身近な人に対して、介護、看護、

日常生活上の世話などを行う。 

 

幼稚園類似施設 

幼児教育無償化の対象とはならないが、地域や保護者のニーズに応えて教育活動を行ってい

る幼児施設のこと。 

 

用途地域 

都市計画法に基づき、住居地、商業地、工業地など市街地の大枠としての土地利用を定める

こと。１３種類に区分され、用途地域が指定されるとそれぞれの目的に応じて、建てられる建物の

種類が決められる。 

 

要保護児童対策地域協議会 

要保護児童等の早期発見と適切な保護、また要保護児童・要支援児童・特定妊婦とその家族

への適切な支援を図ることを目的とし、そのために必要な情報の交換や協議・連絡調整を行う関

係機関によるネットワークのこと。 

 

よしかわ市民講座 

生涯学習を目的として、社会問題や市の課題をテーマに市民による実行委員会が企画、開催

する講座のこと。 

 

吉川市環境配慮率先実行計画における温室効果ガス総排出量 

地球温暖化対策の推進に関する法律に基づき策定される「地方公共団体実行計画（吉川市環

境配慮率先実行計画）」において、国の算定方法を用いて計算される吉川市の公共施設や設備

などで排出される温室効果ガスの排出量のこと。電気使用量、燃料使用量などから算出される。 

 

吉川大吉ブランド（よしかわだいきちブランド） 

「手土産にしたくなる吉川の逸品」をコンセプトに、吉川らしさや、市内で生産された原材料の

使用や加工された特産品を市が認定したもの。 

 

 

  



 

 

196 

ら行 

 

利用者支援員 

子どもや保護者、妊娠中の方の相談に個別に対応し、安心して子育てができる環境を構築す

るため、保育や子育てなどの個別ニーズに基づいた情報の提供、相談、施設や各種サービスの

利用支援等を行う専門員のこと。 

 

レセプト 

医療機関や薬局が保険者に請求を行うための診療報酬明細書のこと。診療報酬は、保険医療

サービスに対する対価として保険者から受け取る報酬で、個々の技術、サービスが点数化されている。 

 

 

わ行 

 

ワーク・ライフ・バランス 

仕事と生活の調和がとれた状態のこと。誰もがやりがいや充実感を感じながら働き、仕事上の

責任を果たすとともに、家庭や地域生活においても、子育て期、中高年期といった人生の各段階

に応じて多様な生き方・働き方を選択、実現できることが求められている。 

 

わがまち防犯隊連絡会 

自主的な防犯活動を行う団体で構成された組織のこと。地域が一体となった防犯活動の充実

を目的としており、防犯パトロールや子どもの見守り活動などを行う地域防犯推進委員、自治会、

PTA、長寿会、子ども会、地域有志による団体など、多種多様な団体により構成されている。 

 

 

数字・アルファベット 

 

３Ｒ（スリーアール） 

物を大切に使い、ごみを減らすこと（Reduce リデュース）、使える物は、繰り返し使うこと（Reuse

リユース）、ごみを資源として再び利用すること（Recycle リサイクル）の３つのＲ（アール）のこと。 

 

５Ｇ（ファイブジー） 

「５th Generation」の略で、現在の第４世代移動通信システム（４G）に次ぐ、「超高速大容量」

「超低遅延」「多数同時接続」を実用化した次世代の通信規格。 
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６次産業化（ろくじさんぎょうか） 

１次産業としての農林漁業と、２次産業としての製造業、３次産業としての小売業等の事業との

総合的かつ一体的な推進を図り、地域資源を活用した新たな付加価値を生み出す取組のこと。 

 

８０２４運動（はちまるにーよんうんどう） 

８０歳になっても自分の歯を２４本以上保つことをめざして行う運動のこと。厚生労働省と日本

歯科医師会が推進する「８０歳になっても２０本以上自分の歯を保とう」とする『８０２０運動』に加

え、吉川市では、平成２５年４月１日施行の吉川市歯科口腔保健の推進に関する条例に基づき、

『８０２４運動』を行っている。 

 

８０５０問題（はちまるごーまるもんだい） 

高齢の親と同居する無職やひきこもり状態の中高年の子どもが抱える生活課題のこと。一般

的に８０歳代の親と５０歳代の子どもの組み合わせによるものが想定される。 

 

ＡＩ（エーアイ） 

「Artificial Intelligence（アーティフィシャル インテリジェンス）」の略称で、学習、推論、判断等の

人工的な知的機能の実現や人工的な方法により実現した当該機能の活用に関する技術のこと。 

 

ＤＸ(ディーエックス) 

「Digital Transformation(デジタル・トランスフォーメーション)」の略称で、情報技術の浸

透が、人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変化させるという概念のこと。 

 

ＧＩＧＡスクール構想（ギガスクールこうそう） 

これまでの教育実践と最先端のICTのそれぞれの良さを組み合わせて、活用することにより、

教師・児童生徒の力を最大限に引き出すことを目的とする構想のこと。１人１台端末と、高速大容

量の通信ネットワークを一体的に整備することで、特別な支援を必要とする子どもを含め、多様

な子どもたちを誰一人取り残すことなく、公正に個別最適化され、資質・能力が一層確実に育成

できる教育 ICT 環境をめざす。 

 

ＩＣＴ環境（アイシーティーかんきょう） 

コンピューター関連機器の活用とインターネットの利用が可能な環境のこと。教育現場では、

そ れ ら を 授 業 に 取 り 入 れ て 活 用 で き る 環 境 の こ と 。 ICT は 、 「 Information and 

Communication Technology」の略称で、コンピューターやインターネットなどの情報や通信

にかかる技術の総称。 

 

ＩｏＴ（アイオーティー） 

「Internet of Things」の略でモノがインターネット経由で通信すること。（例えば、外出先で

家の状態を家電を通じて確認し、外出先にいながら家電を操作するなど）。 
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ＩＳＯ９００１（アイエスオーきゅうせんいち） 

ＩＳＯ（国際標準化機構）が定めた品質マネジメントシステムに関する国際規格のこと。品質マ

ネジメントシステムを確立し、継続的に改善することで、顧客満足の向上をめざすもので、吉川

市では、平成１６年２月に認証を取得し、平成１９年２月からは供給者適合宣言（自己宣言）により、

システムを運用している。 

 

ＲＰＡ（アールピーエー） 

「Robotic Process Automation（ロボティック プロセス オートメーション）」の略称で、人間

がパソコンを使って行う機械的な作業を自動化する技術のこと。 

 

ＳＤＧｓ（エスディージーズ） 

「Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）」の略称のこと。2030 年を期

限として、地球上の「誰一人として取り残さない」社会の実現をめざし、経済・社会・環境をめぐる

広範な課題に総合的に取り組むものとして、包括的な１７のゴール（目標）と１６９のターゲット、２３

２のインディケーター（指標）が設定されている。 

 

Ｓｏｃｉｅｔｙ５.０（ソサエティごーてんぜろ） 

狩猟社会（Society1.0）、農耕社会（Society2.0）、工業社会（Society3.0）、情報社会

（Society4.0）に続く新たな社会のこと。仮想空間と現実空間を高度に融合させたシステムにより、

経済発展と社会的課題の解決を両立する日本がめざすべき未来社会の姿として提唱されている。 
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吉川市市民憲章 
昭和55年 6月 7日告示第26号の 1 

 

わたくしたちは、自然の恵み豊かなこの伝統ある吉川市民であることに誇りと責任をも

ち、より明るく住みよい郷土の建設をめざし、全市民の願いをこめたこの憲章を守り、心

あわせて平和なまちを築きましょう。 

 

１ 自然を愛し緑豊かな美しいまちをつくりましょう 

１ 教養を高め心豊かな文化のまちをつくりましょう 

１ おもいやりにあふれた明るい福祉のまちをつくりましょう 

１ 働くよろこびに満ちた豊かなまちをつくりましょう 

１ きまりを守り明るく住みよいまちをつくりましょう 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 市章 

 中央に「吉」の字、三方に川を配し、三カ町村合併（昭和 30 年 3

月 1 日）のよろこびを図案化し、「融和と協調」、「のびゆく吉川

市」を表現しています。 

 市の木・市の花 

 

 

 

 
 

 

市の木（モクセイ）           市の花（サツキ・ツツジ） 
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